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Ⅰ.事業計画策定にあたって                           

1. 140周年に向かう大阪女学院の運営組織図 

 

  
2. 事業計画策定の基本方針 

140年の時を積み重ねた大阪女学院の全体像を展望した「VISION OJ140」(運営構造図参照）に到達

する 2024年度を迎えます。 

(1) これまでの 13年間の運営を振り返り、150年に向かうビジョン「VISIONOJ150」を描き、中期計 

画（2025年度～2027 年度）を策定します。 

(2) 先達が時代時代に苦悩の中を歩み、学院を新しく創造してきた歴史を振り返り、キリスト教を

基盤に生徒・学生の全人格を磨くことを覚えて、誇り、「平和を創り出す人に」という大阪女学

院の希望に向かって歩みます。 

(3) 最重要課題である短大・大学の学生定員を確保し、健全運営への歩みを進めます。 

 

3. 2024年度の重点課題と取り組みについて 

生徒・学生・教職員に仕える基本姿勢として、「神さまに委ねられている一人ひとりの生命
い の ち

と賜物
たまもの

と

身体
か ら だ

を大切に守り育むこと」を確かめて、短大・大学の学生定員の確保と健全運営を最重要課題とし

て、学院全体で次の項目に取り組みます。 

(1) 短大・大学の事業サイズの適正化、教育内容の変革、学生募集の刷新を図る。 

(2) 学院全体の事務体制の再編成、省力化、経費削減を図る。 

(3) 協力支援が可能な社会資源、人的資源の活用を図る。 

(4) 学内理事会及び理事会の運営改革に取り組む。 

中期計画Ⅲ期（2020～24年度）

運営基本方針（2020～24年度／Ⅲ期中期計画において）

　　　＊知恵と力の結集による良き学校運営の継承　　　＊学生・生徒の安定的確保　　　＊変化への迅速な対応

具体的施策(Ⅲ期中期計画／テーマ　目標　行動計画　年度到達目標）

　　　１．教育内容の充実　　　２．学生・生徒支援　　　３．地域との共存　　　４．組織の人材育成　　　５．学生・生徒募集方針　　　６．財政運営方針と5か年計画　　　７．施設整備

　　　　　　　　　　中期計画Ⅰ期（2025～28年度）　　　　　　中期計画Ⅱ期（2029～30年度）　　　　　　　中期計画Ⅲ期（2030～33年度）

VISION　OJ150　[創立150周年・2034年度を望み見て] 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊社会の課題に関心を持ち、世界、日本、地域、人に仕える人

（１）中学校から大学院までの教育研究機関で
あり、キリスト教を基盤に全人格を育む女子の
学校であることを地域社会に広く報せる。
　
（２）大学院の研究成果（国際共生、平和）が、
短大・大学にとどまらず、中学校・高等学校の
中に活かされる教育を展開する。
　
（３）VISION OJ140、第Ⅲ期中期計画に則っ
て、部門間の連携・協働がより充実している。

（１）女性が働くための課題と職場環境の充実
　
（２）学院全体が協働する運営組織とシステム
の構築
　
（３）健全な財務体質への転換
　
（４）キャンパス施設設備の維持及び新設計画

１．大学・短期大学の運営像　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊英語力を基礎に幅広い教養と公正な判断力を身に付け、自律的・主体的に行動できる人

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊性別の役割にとらわれずに多様な可能性を探し求め、リーダーシップを覚えて、女性の尊厳の確立に努める人

（１）世界を見つめ、生き生きと社会で活動す
る女性を育む
　
（２）女性の視点での教育活動の展開
　
（３）2024年度の全体像

　
（４）平和と共生の実現に寄与する生徒を育む
学校

大阪女学院が育もうとする学生・生徒像

中期計画Ⅰ期（2011～15年度）　　中期計画Ⅱ期（2016～19年度）

望み見る大阪女学院の姿　　140周年・2024年度の学院運営像

中学校から大学院まで　キリスト教を基盤に全人格を育む女子・女性の教育機関

２．中学校・高等学校の運営像　　

（１）地球環境、平和、差別、貧困及び女性の
尊厳に関わる潜在的な課題に関する教育の
展開
（２）英語運用能力の伸張と教養教育との融
合を深化させる中で人格を育む教育の展開
（３）2024年度の全体像
（４）キリスト教教育、人権教育、英語教育及
び専門教育を柱に、確かな自己認識と社会認
識によって問題意識を育み、世界の様々な場
で人々と協働する女性を育てる高等教育機関

ミッション＝使命      大阪女学院ミッションステートメント（2009年9月15日制定）
大阪女学院は創造主を畏れ　キリストの教えに従って一人ひとりを愛し　何が重要であるかを見抜く力を養い　喜びをもって　進んで社会に仕える人を育む

VISION　OJ140　[創立140周年・2024年度を望み見て]  （ビジョンはミッションと計画をつなぐもの）

３．部門間の連携・協働のあり様
４．教育研究活動を支える運営の
あり様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊キリスト教に基づく愛と奉仕を実践する人　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊自由で主体的な学びの中から物事の本質を見つめ、進むべき道を選ぶことのできる人
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Ⅱ.中学校・高等学校事業計画                          

1. はじめに 

  ２０２３年度は感染症対策も変わり、本校の活動も以前同様に戻った。いっぽうで前年度より生徒

のコミュニケーションの問題、登校困難生徒の増加などの課題は継続中である。ＳＮＳ等を介したコ

ミュニケーションのみならず、対面の会話でもリテラシーの欠如による問題が顕在化している。改め

て学校という「場」の力が試されている。と同時に、本校の使命である「創造主による存在の確かさ」

を宣べ伝えることで、自他の尊厳を重んじる基盤を据えることは揺るがない。 

健全な自己認識の回復の兆候はある。例えば屋内競技場に移行した体育大会で、生徒会役員中心に

一から計画を練り直し、各部門と調整を行い、生徒達が一丸となって成功させたことは、創造性・協

働の実体験となったこととして今後に活きてくるだろう。その他にも高校生の探求活動や、個人とし

てのプロジェクト、地域連携のイベントなど、卒業後に「愛と奉仕」を実践する基礎力の育成に一躍

買っている。 

いっぽう世界では紛争・戦争、エネルギーや食糧の供給問題など課題が増えてる。国内に目を向

けても少子高齢化の加速が労働人口の減少を深刻化し、グローバル経済における競争力の低下、貿易

収支の連続赤字など、構造的な大変化がすでに生じている。そうした荒海の中に生徒たちは出ていく

わけである。彼女たちがあらゆる分野で将来”Peace Maker”となることを期待し、霊的・精神的・身

体的に健全でタフな生徒を育む責任は重い。「新しい葡萄酒は新しい革袋」に注がねばならないのであ

る。 

そのために、生徒の学び・教職員の働きの主体性・創造性を助けるために、adaptiveな（個別に最

適化された）なプログラムの構築、資源の適正配分、ＤＸ化による「可処分時間」を増やす。「予測不

可能」な時代であるからこそ、「揺り動かされることのないもの」をどのように示し、育むのか、大阪

女学院の真価が問われる。 

 

2. 事業方針  社会の課題 - 未来への投資 

(1)日本の少子化への計画的対応 （就学人口 30%減に対応する新しいビジネスモデルの構築） 

(2)グローバリゼーションへの対応（世界規模での基準の統合・画一化への対応と独自性の発見） 

(3)ダイバーシティへの対応   （他種多様な属性、文化、価値観から成る社会で生きるために） 

(4)危機管理           （生徒の安全第一、災害その危機へに備え、平安に生きるために） 

 

3.  重点課題  持続可能な事業のための３つの重点検討課題（ターゲット２０３４） 

(1) 働きかた改革と人件費バランス改善  

① 教員の健康維持管理およびワークライフバランス向上 

② 基本授業時間数及び業務の見直し（ポストおよび減数と授業総時間見直し、ＤＸ化、外部委託） 

(2) 採用・人事検討課題 

① カリキュラムとプログラム変更による人的資源の再配置・新しい雇用制度 

② 新人育成と効果的な再教育・研修システム 

(3)  生徒増加 

① 魅力ある学校生活の発展 

② 卒業後の教育評価と広報。コアファン 80%＋非認知層 20%へのアウトリーチ 



3 

 

Ⅲ. 短期大学・大学事業計画                          

短期大学・大学の取り組み 

1. はじめに 

単科の女子大学である大阪女学院大学大阪女学院大学は、厳しい状況に直面しています。さらに現代

において短期大学の存在意義が見直される中、私たちは学生一人ひとりが自らの尊厳に気づき、「自分

らしく」生きる力を養う教育に取り組んでいます。2023 年度からは、学生の多様性を認め、それぞれ

の成長を支えるダイバーシティとインクルージョンを重視した大学教育をさらに発展させています。

女子大学に対する不要論が存在する中、140 年にわたる女性教育の伝統と理念に基づき、「自立した女

性」と「社会に積極的に貢献する女性」を育成することが我々の使命です。この理念を社会に発信し、

理解を深めていただくことが急務です。このビジョンに基づき、以下に示す具体的な事業方針をもって

運営を行っていきます。 

 

2. 事業方針 

(1) 第一志望を増加させる学生募集の展開・改革の実施 

(2) 迎える多様な学生の成長を実現するダイバーシィティ＆インクルーシブな大学としての進化 

(3) 質保証枠組による自己点検評価の実施と教育の質的充実の推進 

(4) 韓国語専攻及び韓国語プログラムの充実と進化 

(5) キャリア教育の充実と実質化。学習指導、大学生活とキャリア指導が融合できるような組織の構築 

(6) １４０年の女子教育の伝統と理念を踏まえ女子大学の意義の発信 

(7) 社会人力の養成に繋がる諸活動を支援し、活性化 

(8) 【大学】国際化への対応をさらに進めるため、新たにセメスター留学や通年留学できる連携校を複数

開拓する。特に通年留学する学生のために交換留学が可能な大学 との連携協定の構築 

(9) 【短大】１４０年の女子教育の伝統と理念を踏まえ女子短期大学の意義の発信 

(10) 【短大】組織的・体系的な学位プログラムの実質化に向けた教育活動と研究活動の展開 

 

3. 重点課題 

(1) 教育理念に掲げる 3つの教育の展開 

①キリスト教教育としての日々の礼拝やイベントを通して、本学に関わる教職員と学生が、自分自身

を「神と自己、そして他者」の枠組みの中で捉えることができ、自己実現を果たすともに、広く世

界に羽ばたき貢献できることを促す。 

②人権教育は、人権尊重の理念への理解を深めるための教育の質的充実をめざし、人権教育講座分科

会への出席率が 80%を越えるように促す 

③英語教育は、英語教育の成果を測定（コース別・レベル別）し、特に Foundation コースの教材を

再検討する。 

(2) 教育内容と学習支援 

①カリキュラムでは、基礎ゼミ、AI 科目及び、韓国語専攻の進捗状況の把握と改善を行う。また、

留学生の学修成果を向上するためのカリキュラムの検討と専門課程の質保証と成果を検証する。 

②学習支援 

1)入学前教育は、入学後に必要となる知識の習得などの事前支援を行う。 
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2)オリエンテーションで、新たに大学への学びに適した生活習慣の切り替えを促し、大学への学び

に向け必要となる基礎的な情報提供を行う。 

3)Self Access & Study Support Center では、Writing Center や Study Support の活用を促進

し、自主学習及び協働学習体制を充実させる。 

4)アドバイザー制度により、履修指導など必要かつ的確なサポートを実施する。 

5)国際交流では、英語・韓国語・中国語による学修に係る留学プログラムについて、費用、安全面

等も踏まえて整備する。 

6)教員養成センターでは、介護等体験や教育実習の実施に向けての事前事後指導の充実を図り、

「教職勉強会」の継続と OGを招いての助言と交流を促進する。 

7)日本語教育センターでは、日本語運用力の伸長を測るシステムを導入し、日本語教育カリキュラ

ムをさらに充実する。 

(3) 教育の支援体制 

① 教育・学習環境の整備と支援態勢として、ICT 基幹システムを順次更新し、利用環境を再整理す

る。 

② 図書館機能の充実をめざす 

1)学生・教職員のニーズに応えた資料を充実させ、用途に応じた資料形態(紙・電子)での蔵書を構

築する。 

  2)利用者へのサービス向上とレファレンスサービスを充実する。 

3)他部署との連携を図り、学院教育研究センターと学院関連資料の組織的な収集、展示、保存につ

いての連携を深めるとともに、学内刊行物の電子化、およびリポジトリ登録などを検討する。 

(4) 学生支援 

① 奨学金は、修学支援制度を含む多種にわたる奨学金制度を学生に周知し、サポートの強化を図る。 

② 生活サポートでは、学生の主体性を引き出す取り組みを図るとともに、留学生支援体制を強化す

る。 

③ 進路サポートでは、学生及び留学生の就職先として未開拓の企業開拓を続ける。また、日本語を

母語としない学生を対象とした就職セミナーを開催し、求人企業情報も提供する。 

④ 外国人留学生等サポートでは、生活支援、学習支援、進路支援し、日本語教育センターと協働し

て、日本語教育支援の体制及び方法を整備する。 

(5) 大学院・研究所など研究活動 

① 大学院では、大学院生の研究力向上のため、英語による論文執筆能力の育成に努める。 

② 研究所では、平和・人権研究会での研究報告を中心に研究を進め、「言語教育の研究」として、オ

リジナル教材の教育効果に関して検証する。また、「ファシリテーション・メディエーション研究」

を進めるとともに、研究会を企画・運営しつつ、叢書化を検討する。 

(6) 社会的活動と貢献 

① 教員養成センターでは、ホームページを介しての情報発信し、ニューズレターなど機関誌を通し

た活動報告及び意見交流を行う。 

② 地域との連携と貢献 

(1)生涯学習活動の充実を図る。 

(2)地域、行政、企業、他大学等との連携と貢献を図る。 

（地域の小・中学校、企業、商店街等との連携、地域小学校、中学校における「教育インターンシ
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ップ」の実施、大学コンソーシアム大阪との連携など） 

(7) 管理・運営 

① 学生募集では、第１志望を増やすための抜本的な改革を実施する。 

② 広報では、知名度アップのための募集・広報活動を行い併設校との連携を図る。 

③ 総務では、短期大学開学 50 周年記念事業 201 教室リニューアル工事を行う。 

④ 財務では、競争的補助金の獲得や寄付金による増収を図る。 

⑤ 卒業生進路調査を継続して実施する。 

(8) 改革・改善 

① FD及び SD活動として、教員の教育力向上を図るための研修会、また、職員に必要な知識及び技

能を取得することを目的とした研修会を行う。 

② 自己点検・評価では、IR に関する要項、プランに基づき、各種のアンケート等を実施し、2024 年

度に受審する認証評価の準備を完了する。 

③ 委員会の機能と役割を再整理する。 

④ 教学 IR、質保証への取組みとして、リサーチクエスチョンに基づき、データに基づく課題解決に

寄与する活動を実施する。 

⑤ 退学率低減への取組として、出席状況をデータ化し、早期面談及び配慮申請に基づく授業サポー

トを実施する。 

⑥ 競争的資金の獲得のため管理体制を整備して、停滞している事項の進捗に取り組む。 

⑦ 事務局体制の編成を行い、入学から卒業までを身守る体制を強化する。 
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Ⅳ. 法人事務局事業計画                          

法人事務局の取り組み 

1. はじめに 

 次の創立 150周年に向けて「VISION OJ 150」を策定する。時代が大きく変化する中、喫緊の財政

課題や将来の学院構想について、学院全体で具体的に議論を深め、「VISION OJ 150」をまとめ上げ

る。その中で直近の課題となる法人事務局の案件について、以下の通り、事業方針にまとめ上げ、重

点課題に取り組む。 

 

2. 事業方針 

(1)ガバナンス体制の強化に向けての取り組み 

(2)職場環境の改善と整備に向けての取り組み 

(3)学院の財務状況の改善に向けての取り組み 

 

3. 重点課題 

(1)2025年度より施行される私立学校法の改正に伴い、寄付行為を変更し、認可申請作業を推進する。 

① 法改正の趣旨に沿って「建設的な協働と相互けん制」が機能するよう、理事・監事・評議員の 

役割を明確化する。 

② 理事・監事・評議員の選解任方法についての十分な検討を行い、運営の透明性を確立すると同 

時に、迅速な経営判断が妨げられることのない体制を構築する。 

③ 建学の精神を体現するためのものであることに立ち返り、独自性を堅持する。 

(2) DX化の推進により業務効率を上げ、教職員が働きやすい職場環境の整備に取り組む。また、法人

事務局内の組織再編と業務改革を推進する。 

   ① 労務・人事業務において、各部署と連携しながら DX化に取り組むことにより、教職員の事務 

手続きの効率化を図る。加えて働き方の分析を行い、よりよい職場環境を整備する。 

   ② 法人事務局内の業務分掌の見直しおよび職員個々人の業務能力の向上を図る。 

(3) 財務状況の改善を図るために具体的な取り組みを検討し実施する。 

① 健全なキャッシュフローと将来の発展のための資金確保を実現するために、学院が所有する 

資産を有効活用する。 

② 今後の状況変化に対応した財務シミュレーションを策定し、実効性のある学費以外の収入の 

確保と支出の適正化を図る。 

③ 将来的な構想の中で、キャンパス環境の整備に向けて、学院としての方向性を打ち出す。 

 

教育研究センターの取り組み 

1. はじめに 

教育研究センターは、変化する教育環境を見据えつつ、多様な情報を収集するとともに、蓄積した

歴史資料を活かして、学院の将来あるべき方向を総合的に探る研究・提言活動を通して、学院各校部

の連携を積極的にサポートする。将来は“総合研究所”（R&D）の構築をめざす。 

 

2. 事業方針 

(1) 教育研究セミナーの開催 
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(2) ニューズレターの発行（年 2回予定）、図書館展示（年 2回）その他、冊子配布推進 

(3) 史料室の管理・運営、史料の公開、調査研究 

(4) ネットワーキングの充実 

(5) 学院全体の広報『ハイライツ』（法人事務局）の編集協力 

(6) 学院全体の教育活動の推進 

① キリスト教学校教育同盟を中心とした諸団体会合への参加推進、協力 

② キリスト教教育連絡会への連携・協力 

③ 学院全体の礼拝、行事・研修及び学校行事（文化祭等）へ向けたサポート 

④ ランチタイムコンサート開催と UCの礼拝における協力 

⑤ ウヰルミナジュニアカップへの継続、協力 

(7) 新規取組の推進 

① アーカイブオープン展示室の準備・設立・開設 

 

 3．重点課題 

     アーカイブオープン展示室の準備・設立・開設 

① アーカイブオープン展示室の設立を学校全体に働きかける 

② アーカイブオープン展示室の詳細検討 

③ 常設展示の準備・特別展示の準備 

④ アーカイブオープン展示室の管理運営についての検討 
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